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2012 年日本政府年次報告 

「民間職業仲介事業所に関する条約」（第１８１号） 

  
 

１．ＩＬＯ憲章第２４条に基づく申立てにおける三人委員会報告書について 
 ２０１２年３月の第３１３回理事会において採択されたＩＬＯ憲章第２４条に基づく申立てに対する

報告書（第１８１号案件）を踏まえ、これに対する日本政府の回答は次のとおりである。 

 

○ 「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律

等の一部を改正する法律（平成２４年法律第２７号。以下「労働者派遣法改正法」という。）」に

ついて 

 「ＩＬＯ第２４号憲章に係る全国ユニオンの申立に関する政府見解（以下「政府見解」とい

う。）」で「成立後、その内容についてはＩＬＯ宛報告する」としていた、政府が２０１０年に国会に

提出した労働者派遣法改正法の内容・成立過程は以下のとおりである。 

  労働者派遣法改正法については、法案を２０１０年に国会に提出した後、６度の継続審議と

なり、その間に東日本大震災・円高・欧州債務危機など、法案を巡る環境が大きく変化したこ

とも踏まえ、国会での修正（※）が行われた上で、本年３月２８日に成立した。労働者派遣法改

正法の内容は別添１のとおり。 
 ※ 国会での主な修正点 

   ・ 「登録型派遣・製造業務派遣の原則禁止」の削除、「登録型派遣・製造業務派遣の在り方」を検討

事項とする。 

   ・ 原則禁止される日雇派遣の範囲を「２ヶ月以内」から「３０日以内」に修正、原則禁止の例外に「雇

用機会の確保が特に困難な場合等」を追加。 

   ・ 労働契約申込みみなし制度の施行日を「法の施行から３年経過後」に延期 

 

○ 「「全国ユニオンによる日本政府における民間職業仲介事業所に関する条約（第１８１号）不

遵守に関するＩＬＯ憲章第２４条に基づく申立」に係る三人委員会報告書（以下「報告書」とい

う。）」に対する政府見解 

報告書に対する日本政府の見解は以下のとおりである。 

 （１）パラ３７について 

日本政府が２０１０年５月２７日付の政府見解において述べた趣旨としては、司法の判断に

ついて、三権分立の観点から、行政機関である政府が言及する立場にないということである。 

日本政府としては、政府見解において述べたとおり、今回のケースを含め、個別の案件に

ついて指導を行ったかどうか等を回答することはできないが、一般に、労働者派遣法違反が

あった場合には是正指導を行っており、２０１１年度においては９２８０件の文書指導を行って

いる。 

なお、派遣労働者に対しては、労働基準法、労働安全衛生法等の労働関係法令及び社会

保障関係法令が適用されるだけでなく、労働者派遣法において、労働者派遣という特殊な就

業形態で労働に従事する派遣労働者の保護が図られるよう、規定を整備している。例えば、

派遣労働者の就業条件を明確にするため、労働者派遣契約の締結に当たっては、派遣労働

者の業務内容、就業場所等について、派遣元事業主と派遣先との間で定めなければならない

（労働者派遣法第２６条。別添２参照）。また、派遣元事業主、派遣先それぞれが講ずべき措

置が定められている（派遣元事業主：労働者派遣法第３０条～第３８条、派遣元事業主が講ず

べき措置に関する指針。別添３参照 派遣先：労働者派遣法第３９条～第４３条、派遣先が講
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ずべき措置に関する指針。別添４参照）。さらに、原則として雇用責任を派遣元事業主に課し

た上で、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）、

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律第１

１３号）等における一定の規定については、その適用の特例に関する規定を設け、使用者であ

る派遣先に対しても当該規定を適用させることとしており、条約に沿うような内容となっている

（別添５～７参照）。このため、「十分な保護を確保する必要な手段を講じていない」という指摘

は当たらないものと考える。 

 

 （２）パラ３８について 

条約第５条パラグラフ１に関し、労働者の労働条件について差別的取扱をしてはならない旨

を定めた労働基準法第３条は、労働者派遣法第４４条第１項により、派遣元事業主・派遣先事

業主の双方に対し適用されている（別添５（再掲）参照）。また、派遣元事業主については、申

込みの受理、面接等の業務について差別的な取扱いが禁止されている（「職業安定法第３

条」、「職業紹介事業者、労働者の募集を行う者、募集受託者、労働者供給事業者等が均等

待遇、労働条件等の明示、求職者等の個人情報の取扱い、職業紹介事業者の責務、募集内

容の的確な表示等に関して適切に対処するための指針第２の１」）。 

 

 （３）パラ３９について 

日本の法令では原則として雇用主である派遣元事業主が雇用責任を負うこととした上で、

労働者派遣法第４４条から第４７条の２までの規定により、派遣先に責任を課すべき事項等を

整理しており、雇用責任を果たすべき者を明確にしている（別添５～７（再掲）参照）。また、第

５条パラ１を含め、条約の内容に沿うよう、労働者派遣法の規定を整備している。（詳細につい

ては過去の年次報告参照）なお、政府見解で政府が述べたのは、「雇用主としての責任の所

在が不明確になることにより、派遣労働者の保護が欠けることがないよう様々なルールを定

めている」という内容であり、日本の労働者派遣制度は雇用責任が不明確であるという趣旨を

述べたものではない。 

 

 （４）パラ４０について 

政府としては、このため、本年３月２８日に成立した労働者派遣法改正法には、 

・ 日雇派遣（日々又は３０日以内の期間を定めて雇用する労働者についての労働者派遣）

の原則禁止 

・ 派遣元事業主に、一定の有期雇用の派遣労働者につき、無期雇用への転換推進措置

を努力義務化 

・ 違法派遣の場合、派遣先が違法であることを知りながら派遣労働者を受け入れている

場合には、派遣先が派遣労働者に対して労働契約を申し込んだものとみなす制度の創

設 

  等の内容を盛り込んでいるところである（別添１（再掲）参照）。 

 

（５）パラ４１について 

   登録型派遣及び製造業務への労働者の派遣についても、政府としては、（１）及び（３）で述

べたとおり、条約の内容に沿うよう、既に労働者派遣法の規定を整備しているところである。

また、派遣労働者の保護と雇用の安定を更に図るため、政府は労働者派遣法改正法を 2010

年に国会に提出し、本年３月２８日に成立したところである。なお、御指摘のあった登録型派

遣、製造業派遣に関しては、国会での修正により、労働者派遣法改正法の中に「登録型派遣
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・製造業務派遣の在り方」を検討事項とする規定が盛り込まれた。 

 

 （６）パラ４２について 

（５）で述べたとおり、政府が提出した労働者派遣法改正法については、２０１２年３月２８日

に成立し、本年１０月１日より施行される予定であり（注：施行期日政令が公布されている前

提）、日本政府としては、同法を着実に施行していくこととしている。 

なお、今回の改正により、ご指摘のあった（a）及び（ⅰ）の違法派遣の場合、派遣先が違法

であることを知りながら派遣労働者を受け入れている場合には、派遣先が派遣労働者に対して

労働契約を申し込んだものとみなす制度が創設されるとともに、グループ企業への労働者派遣

を８割に制限する規定、離職した労働者を離職後１年以内に派遣労働者として受け入れること

を禁止する規定等が盛り込まれている。なお、派遣先に対する公表については、既に現行の労

働者派遣法第４９条の２第３項に規定されている。 

 

（７）パラ４３について 

   政府としては、社会的パートナーとの協議は重要であると認識している。労働者派遣法の

改正等、労働者派遣制度に関する重要事項は、公益代表・労働者代表・使用者代表の３者で

構成される労働政策審議会で議論いただいた上で決定し、これを踏まえ、今回労働者派遣法

の改正案を国会に提出し、本年３月２８日に労働者派遣法改正法が成立したところである。 

 

２．質問Ⅵについて 

 本報告の写を送付した代表的労使団体は、以下のとおりである。 

（使用者団体） 日本経済団体連合会 

（労働者団体） 日本労働者組合総連合会 

 

 

 



施行期日：公布の日から６か月以内の政令で定める日（労働契約申込みみなし制度の施行日は、法の施行から３年経過後）   

・ 日雇派遣（日々又は３０日以内の期間を定めて雇用する労働者派遣）の原則禁止（適正な雇用管理に支障を及ぼすおそれ
がないと認められる業務の場合、雇用機会の確保が特に困難な場合等は例外） 
・ グループ企業内派遣の８割規制、離職した労働者を離職後１年以内に派遣労働者として受け入れることを禁止 

事業規制の強化 

・ 派遣元事業主に、一定の有期雇用の派遣労働者につき、無期雇用への転換推進措置を努力義務化 
・ 派遣労働者の賃金等の決定にあたり、同種の業務に従事する派遣先の労働者との均衡を考慮 
・ 派遣料金と派遣労働者の賃金の差額の派遣料金に占める割合（いわゆるマージン率）などの情報公開を義務化 
・ 雇入れ等の際に、派遣労働者に対して、一人当たりの派遣料金の額を明示 
・ 労働者派遣契約の解除の際の、派遣元及び派遣先における派遣労働者の新たな就業機会の確保、休業手当等の支払い
に要する費用負担等の措置を義務化 

派遣労働者の無期雇用化や待遇の改善 

・ 違法派遣の場合、派遣先が違法であることを知りながら派遣労働者を受け入れている場合には、派遣先が派遣労働者に
対して労働契約を申し込んだものとみなす 

 ・処分逃れを防止するため労働者派遣事業の許可等の欠格事由を整備 

違法派遣に対する迅速・的確な対処 

※ そのほか、法律の名称に「派遣労働者の保護」を明記し、「派遣労働者の保護・雇用の安定」を目的規定に明記 

※ 「登録型派遣の在り方」、 「製造業務派遣の在り方」、 「特定労働者派遣事業の在り方」を検討事項とする。 

労働者派遣法改正法 
 
 

【国会での主な修正点】  

○ 「登録型派遣・製造業務派遣の原則禁止」の削除、「登録型派遣・製造業務派遣の在り方」を検討事項とする。 

○ 原則禁止される日雇派遣の範囲を「２ヶ月以内」から「３０日以内」に修正、原則禁止の例外に「雇用機会の確保が特に困難な 

  場合等」を追加。 

○ 労働契約申込みみなし制度の施行日を「法の施行から３年経過後」に延期。 

【別添１】 
【
別
添
１
】
 



○ 労働者派遣契約の内容等 

１   派遣労働者が従事する業務の内容 

２   派遣労働者の就業の場所 

３   派遣労働者を直接指揮命令する者に関する事項 

４   労働者派遣の期間、派遣就業する日 

５   派遣就業の開始・終了時刻、休憩時間 

６   派遣労働者の安全、衛生の確保に関する事項 

７   派遣労働者からの苦情の処理に関する事項（苦情の処理方法、処理体制） 

８   労働者派遣契約の解除に当たって講ずる派遣労働者の雇用の安定を図るために必 

     要な措置に関する事項                 

９   紹介予定派遣に関する事項（※紹介予定派遣である場合のみ） 

10  派遣元責任者及び派遣先責任者に関する事項 

11 ４の派遣就業する日以外について就業させることができる日、５の時間以外について就業

させることができる時間数（※派遣会社の三六協定の範囲内で） 

12  派遣労働者に利用させることができる派遣先の施設等（ロッカー、食堂、診療所など） 

13  １の業務が期間制限のない業務の場合は、根拠となる労働者派遣法の条項番号など   

 労働者派遣契約の当事者は、労働者派遣契約の締結に際し、次に掲げる事項を定めなけれ
ばならない。（労働者派遣法第26条） 

【別添２】 
【
別
添
２
】
 



○ 派遣元事業主の講ずべき措置 

① 派遣労働者等の福祉の増進（第３０条） 

② 適正な派遣就業の確保（第３１条） 

③ 派遣労働者であることの明示（第３２条） 

④ 派遣元との雇用関係終了後、派遣労働者がその者に係 

       る派遣先に雇用されることを禁止する旨の契約を、派遣 

       先又は派遣労働者と締結することの禁止（第３３条） 

⑤ 派遣労働者への就業条件等の明示（＊１）（第３４条） 

⑥ 派遣先への通知（＊２）（第３５条） 

⑦ 期間制限を超えた労働者派遣の禁止（第３５条の２第１項） 

⑧ 派遣受入期間制限の抵触日以降に労働者派遣を行わな 

       い旨を派遣先、派遣労働者に通知すること（第３５条の２ 

       第２項） 

⑨ 派遣元責任者の選任（＊３）（第３６条） 

⑩ 派遣元管理台帳の作成（＊４）（第３７条）    

（＊１）明示の内容 

１  労働者派遣しようとする旨 

２ 契約内容（第２６条第１条各号）に掲げる事項その 

       他厚生労働省令で定める事項であって当該派遣
労働者に係るもの 

３  派遣受入期間を超過する最初の日 

（＊２）通知の内容 

１  派遣労働者の氏名 

２  派遣労働者の労働・社会保険等の加入状況 

３  その他厚生労働省令で定める事項 

（＊３）派遣元責任者の講ずべき措置 

１  ③、⑤、⑥、⑧、⑩に関すること 

２  派遣労働者に対する必要な助言、指導 

３ 派遣労働者から申出を受けた苦情の処理 

４  派遣労働者の個人情報の管理 

５  派遣労働者の安全衛生に関する連絡調整 

６ 派遣先との連絡調整 

（＊４）派遣元管理台帳の記載事項 

１  派遣労働者名      ２  派遣先名 

３ 派遣先の事務所名    

４ 派遣先の事務所の所在地その他派遣就業の場所 

５ 派遣就業する日      

６  始業・終業時刻、休憩時間 

７ 業務の種類        ８  苦情の処理状況 

９  紹介予定派遣である旨（紹介予定派遣の場合のみ） 
10 派遣元責任者、派遣先責任者 

11 所定労働時間外の労働 

12 期間制限のない業務としている根拠となる労働者 

       派遣法の条項番号など 

13 労働・社会保険加入状況 

【別添３】 
【
別
添
３
】
 



○ 派遣先の講ずべき措置 

① 労働者派遣契約（第２６条第１項）に関する措置（＊１）（第３９条） 

② 適正な派遣就業条件の確保（＊２）（第４０条） 

③ 派遣受入期間の制限（第４０条の２） 

④ 労働契約の申込み義務（第４０条の３から第４０条の５） 

 ・派遣可能期間の制限のある業務について、１年以上同一の業務に同一 

  の派遣労働者を受け入れており、派遣の受入れ終了後、当該業務に新  

  たに労働者を雇い入れようとする場合（第４０条の３）  

 ・派遣可能期間の制限のある業務について、派遣可能期間の制限への 

  抵触日以降も、派遣労働者を使用しようとする場合（第４０条の４） 

 ・派遣可能期間の制限のない業務について、同一の業務に同一の派遣 

  労働者を３年を超えて受け入れており、その同一の業務に新たに労働 

  者を雇い入れようとする場合（第４０条の５） 

⑤ 派遣先責任者の選任（＊３）（第４１条） 

⑥ 派遣先管理台帳の作成、記載、保存（＊４）（第４２条） 

（＊１）措置の内容 
１ 就業条件の周知徹底 
２ 就業場所の巡回 
３ 就業状況の報告 
４ 労働者派遣契約の内容の遵守に係る指導  
５ 労働者派遣契約の定めに違反する事実を知った 
  場合の是正措置等 

（＊２）適正な派遣就業の確保の内容 
１ 苦情の処理 
２ 適正な就業環境の維持 
３ 派遣先労働者が通常利用しているものの利用に 
  関する便宜供与等 

（＊３）派遣先責任者の職務 
１ 法律及び関係法令、第３９条に規定する労働者派 
  遣契約の定め、第３５条における派遣元事業主か  
  らの通知を関係者に周知すること 
２ 派遣受入期間の変更通知に関すること 
３ 派遣労働者から申出を受けた苦情の処理 
４ 派遣労働者の安全衛生に係る連絡調整 
５ 派遣元事業主との連絡調整 

（＊４）記載事項 
１   派遣労働者名        ２   派遣会社名 
３   派遣会社の事務 所名 
４   派遣会社の事務所の住所 
５   派遣就業した日  ６   始業・終業時刻、休憩時間（実績） 
７ 業務の種類（実績）   ８   就業した場所 
９ 苦情の処理状況   
１０  紹介予定派遣である旨（紹介予定派遣の場合のみ） 
１１ 派遣先責任者、派遣元責任者 
12 期間制限のない業務としている根拠となる労働者 
       派遣法の条項番号など 
13 労働・社会保険加入状況 

【別添４】 
【
別
添
４
】
 



○現行の派遣元事業主・派遣先の責任分担（労働基準法の特例） 

【別添５】 

派遣元 派遣先 

均等待遇（第３条） 

男女同一賃金の原則（第４条） 

強制労働の禁止（第５条） 

  

労働契約（第１３条から第２３条） 

賃金（第２４条から第２８条） 

１か月単位の変形労働時間制（第３２条の２第２

項）、フレックスタイム制（第３２条の３）、１年単位

の変形労働時間制（第３２条の４第４項）の協定

の締結・届出 

時間外・休日労働の協定の締結・届出（第３６条

第３項） 

事業場外労働に関する協定の締結・届出（第３８

条の２） 

専門業務型裁量労働制に関する協定の締結・届

出（第３８条の３） 

時間外・休日、深夜の割増賃金（第３７条） 

年次有給休暇（第３９条） 

最低年齢（第５６条） 

年少者の証明書（第５７条） 

 

均等待遇（第３条） 

  

強制労働の禁止（第５条） 

公民権行使の保障（第７条） 

  

  

労働時間、休憩、休日（第３２条から第３２条の２

第１項、第３２条の３、第３２条の４第１項から第３

項、第３３条から第３６条第１項、第４０条、第４１

条） 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

労働時間及び休日（年少者）（第６０条） 

深夜業（年少者）（第６１条） 

危険有害業務の就業制限（年少者及び妊産婦

等）（第６２条、第６４条の３） 

坑内労働の禁止（年少者）（第６３条） 

坑内業務の就業制限(妊産婦等)（第６４条の２） 

 



 帰郷旅費（年少者）（第６４条） 

産前産後の休業（第６５条） 

  

  

  

  

徒弟の弊害の排除（第６９条） 

職業訓練に関する特例（第７０条） 

災害補償（第７５条から第８８条） 

就業規則（第８９条から第９３条） 

寄宿舎（第９４条から第９６条の３） 

申告を理由とする不利益取扱禁止（第１０４条） 

国の援助義務（第１０５条の２） 

法令規則の周知義務（第１０６条） 

労働者名簿（第１０７条） 

賃金台帳（第１０８条） 

記録の保存（第１０９条） 

報告の義務（第１０４条の２） 

 

 

  

産前産後の時間外、休日、深夜業（第６６条） 

育児時間（第６７条） 

生理日の就業が著しく困難な女性に対する措置

（第６８条） 

徒弟の弊害の排除（第６９条） 

  

  

  

  

申告を理由とする不利益取扱禁止（第１０４条） 

国の援助義務（第１０５条の２） 

法令規則の周知義務（就業規則を除く）（第１０６

条） 

  

 記録の保存（第１０９条） 

報告の義務（第１０４条の２） 

 



○現行の派遣元事業主・派遣先の責任分担 
      （労働安全衛生法の特例） 

【別添６】 

派遣元 派遣先 

職場における安全衛生を確保する事業者の責務

（第３条第１項） 

事業者等の実施する労働災害の防止に関する措

置に協力する労働者の責務（第４条） 

労働災害防止計画の実施に係る厚生労働大臣

の勧告等（第９条） 

総括安全衛生管理者の選任等（第１０条） 

 

衛生管理者の選任等（第１２条） 

安全衛生推進者の選任等（第１２条の２） 

産業医の選任等（第１３条、第１３条の２） 

 

 

 

 

 

衛生委員会（第１８条） 

安全管理者等に対する教育等（第１９条の２） 

 

 

 

 

 

 

職場における安産全衛生を確保する事業者の責

務（第３条第１項） 

事業者等の実施する労働災害の防止に関する措

置に協力する労働者の責務（第４条） 

労働災害防止計画の実施に係る厚生労働大臣

の勧告等（第９条） 

総括安全衛生管理者の選任等（第１０条） 

安全管理者の選任等（第１１条） 

衛生管理者の選任等（第１２条） 

安全衛生推進者の選任等（第１２条の２） 

産業医の選任等（第１３条、第１３条の２） 

作業主任者の選任等（第１４条） 

統括安全衛生責任者の選任等（第１５条） 

元方安全衛生管理者の選任等（第１５条の２） 

店社安全衛生管理者の選任等（第１５条の３） 

安全委員会（第１７条） 

衛生委員会（第１８条） 

安全管理者等に対する教育等（第１９条の２） 

労働者の危険又は健康障害を防止するための措

置（第２０条から第２７条、第３１条の２） 

 事業者の講ずべき措置（第２０条から第２５条  

 の２、第２７条）  

 労働者の遵守すべき事項（第２６条） 

 事業者の行うべき調査等（第２８条の２） 

 元方事業者の講ずべき措置（第２９条、第２９   

 条の２、第３０条の２、第３０条の３）   

 特定元方事業者の講ずべき措置（第３０条）         

 



 

 

 

安全衛生教育（雇入れ時、作業内容変更時）（第

５９条第１項、第２項） 

 

危険有害業務従事者に対する教育（第６０条の

２） 

 

中高年齢者等についての配慮（第６２条） 

事業者が行う安全衛生教育に対する国の援助

（第６３条） 

 

 

 

 

健康診断（一般健康診断等、当該健康診断結果

についての意見聴取）（第６６条第１項、第６６条

の４） 

健康診断（健康診断実施後の作業転換等の措

置）（第６６条の５） 

健康診断の結果通知（第６６条の６） 

医師等による保健指導（第６６条の７） 

医師による面接指導等（第６６条の８） 

 

健康教育等（第６９条） 

体育活動等についての便宜供与等（第７０条） 

 

定期自主検査（第４５条） 

化学物質の有害性の調査（第５７条の３から第５

７条の５まで） 

安全衛生教育（作業内容変更時、危険有害業務

就業時）（第５９条第２項、第３項） 

職長教育（第６０条） 

危険有害業務従事者に対する教育（第６０条の

２） 

就業制限（第６１条第１項） 

中高年齢者等についての配慮（第６２条） 

事業者が行う安全衛生教育に対する国の援助

（第６３条） 

作業環境測定（第６５条） 

作業環境測定の結果の評価等（第６５条の２） 

作業の管理（第６５条の３） 

作業時間の制限（第６５条の４） 

健康診断（有害な業務に係る健康診断等、当該

健康診断結果についての意見聴取）（第６６条第

２項から第５項、第６６条の３、第６６条の４） 

健康診断（健康診断実施後の作業転換等の措

置）（第６６条の５） 

 

 

 

病者の就業禁止（第６８条） 

健康教育等（第６９条） 

体育活動等についての便宜供与等（第７０条） 

快適な職場環境の形成のための措置（第７１条

の２） 

安全衛生改善計画等（第７８条から第８０条）） 

 



 

 

申告を理由とする不利益取扱禁止（第９７条） 

 

報告等（第１００条） 

法令の周知（第１０１条） 

書類の保存等（第１０３条第１項） 

事業者が行う安全衛生施設の整備等に対する国

の援助（第１０６条第１項） 

疫学的調査等（第１０８条の２第３項） 

機械等の設置、移転に係る計画の届出、審査等

（第８８条から第８９条の２） 

申告を理由とする不利益取扱禁止（第９７条） 

使用停止命令等（第９８条第１項、第９９条第１

項） 

報告等（第１００条） 

法令の周知（第１０１条） 

書類の保存等（第１０３条第１項） 

事業者が行う安全衛生施設の整備等に対する国

の援助（第１０６条１項） 

疫学的調査等（第１０８条の２第３項） 

 



○現行の派遣元事業主・派遣先の責任分担 
    （男女雇用機会均等法の特例） 

【別添７】 

派遣元 派遣先 

妊娠・出産等を理由とする解雇その他不利益取

扱いの禁止（第９条第３項） 

職場における性的な言動に起因する問題に関す

る雇用管理上の措置（第１１条第１項） 

妊娠中及び出産後の健康管理に関する処置（第

１２条、第１３条第１項） 

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止 

（第９条第３項） 

職場における性的な言動に起因する問題に関す

る雇用管理上の措置（第１１条第１項） 

妊娠中及び出産後の健康管理に関する処置（第

１２条、第１３条第１項） 
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